
1. 子どもの学びを通し農業水利施設の多様な価値を

伝える活動

遠藤 和子

次世代の担い手である子どもたちに，農業用水やため池など

の機能，および歴史的な価値を学んでもらうことを通して，当

該施設に対する理解を深めてもらう活動に注目し，その取組み

の内容と効果を整理した。まず，活動実績のある7つの土地改

良区を対象とするヒアリング調査から，学び方のタイプと学び

の内容を整理した。次に，活動の効果を整理したところ，子ど

もたちは農業用水やため池に対して理解を深めゴミを捨てては

いけないと意識するようになるなど，よい影響がもたらされて

いることがわかった。また，伝えるという行為が，施設の再評

価と積極的活用につながっており，大人にも啓発効果など，む

しろ大きな効果をもたらすことがわかった。

（水土の知83-11，pp.3〜6，2015)

農業水利施設，多様な価値，子ども，学習，21 世紀土地改

良区創造運動

2. 国東半島宇佐地域の連携ため池に見られる

「水土の知」と次世代への継承の取組み

友正 達美・辛島 光彦

2013 年 5 月に FAO の世界農業遺産に認定された「クヌギ

林とため池がつなぐ国東半島・宇佐の農林水産循環」の一部を

構成する連携ため池について，そこに見られる「水土の知」と

その継承の活動を紹介する。連携ため池は明治・大正期に多く

築造され，①集水溝，水路トンネルによる集水域・受益地の変

更，②河川取水と組み合わせた高度な水利システム，③柔軟で

節水的な水管理，を特徴とする。その後の施設改修でもその特

徴が受け継がれており，さらに次世代への継承が期待されてい

る。

（水土の知83-11，pp.7〜10，2015)

世界農業遺産，国東半島宇佐地域，連携ため池，農業用

水，水管理，水土の知

3. 非農家も参加する営農組合による中山間地域の農地維持

坂田 寧代・落合 基継・吉川 夏樹

農業者の減少，高齢化などに伴い，農地・農業水利施設の維

持管理が困難化する状況は，農村において漸次的に進行してい

るが，地震などの災害後にはこれが急激に進む。本報では，

2004年新潟県中越地震の被災集落を事例として，農地・農業

水利施設の維持管理の困難化を防ぎ水土の知を次の世代と共有

するために進められている営農組合の取組みを紹介する。この

組合は旧山古志村（長岡市山古志地区）の隣接 3 集落の農地を

対象として稲作の作業を受託し，農業機械を共同利用して中堅

若手世代がオペレータとして作業するものである。営農組合は

基幹 3作業から委託者の自宅前への米の運搬までを代行し，委

託者は水管理と除草を行う。

（水土の知83-11，pp.11〜14，2015)

営農組合，耕作放棄，営農再建，コミュニティ再編，新潟

県中越大震災復興基金，新潟県中越地震，中山間地域

4. 大学生による農業水利分野の環境教育と社会への

発信活動

木村 匡臣・飯田 俊彰・岡島 賢治

山岡 和純・杉浦未希子

先人たちにより切り拓かれ継承されてきた水土の知を後世に

広く伝承するためには，大学で専門的に学ぶ学生たちが地域の

子どもたちへこれを伝える場を設けることが，効率を高める点

からも重要であると考えられる。東京大学水利環境工学研究室

では，所属する学生，特に大学 4年生が主体となって，小学校

での環境教育の出前授業，小学生の親子を対象としたワーク

ショップの開催，農村地域住民に対する研究活動の紹介などの

取組みを実施している。本報では，これらの概要について紹介

し，その成果や現状の課題について考察を行う。また，本研究

室の大学生が小学生に対する出前授業を経験したことによる効

果を，現在従事する業務や研究へ果たした役割や意識の変化を

調べることによって明らかにする。

（水土の知83-11，pp.15〜18，2015)

次世代教育，環境教育，農業用水，大学生，小学生

農業農村工学会誌第 83巻第 11 号 報文・技術リポート内容紹介

小特集 水土の知を次の世代と

特集の趣旨

農業者の減少，高齢化などに伴い，水利施設の維持管理や土地改良区の運営が困難になる状況が見られます。また，農村

地域の集落内でも農業に関わらない世帯が増加し，農地や水利施設が必ずしも身近な存在ではなくなっている場合も多くな

りました。しかし，地域の農地や水利施設は貴重なストックであるとともに，その地域の歴史や風土と深く関わる存在であ

ることから，自らの地域を知る教材でもあります。さらに，近年，異常気象が多発する中で，利水・治水の安全度を高める

ためにも，水土の知の継承は欠かすことができません。

そこで本小特集では，水土の知およびそれらを支える技術の継承に関する現状や課題，出前授業や体験学習など次世代教

育の実施事例，水利施設の維持管理に若い世代がスムーズに参画できるしくみを工夫されている事例など，水土の知を次の

世代と共有することに関わる報文を広く紹介します。



5. 「水土の知」の体験的学習とその意義

西原 是良・加藤 基樹

本報は早稲田大学に開講された「農山村体験実習」13 年間の

活動報告を中心に，農学部がない大学における農業学習・農村

体験の方法と意義を考察する。農学部がない大学では農業や農

村の仕組みを体系的に知ることは難しい。早稲田大学では，都

市出身の学生を提携する農村に派遣する講義を構想した。農業

農村整備に関する知識の習得には，雑誌などのブームに乗った

興味関心を頼りにするのではなく，計画性のある体験プログラ

ムと，大学の活動を受け入れる地元との信頼構築が不可欠であ

る。こうした取組みを長期にわたり続けることは，受入れ地域

の内発的発展を刺激する効果もある。早稲田大学の活動は，新

しい農村の方向性や，農業用水や農道の維持管理への協力方法

を模索する一助になっている。

（水土の知83-11，pp.19〜22，2015)

土地改良区，体験型講義，学際的教育，維持管理，ボラン

ティア

6. 高大連携事業を通じた農業高校への

農業農村工学教育の支援

宗岡 寿美・高山 裕司・山崎 由理

木村 賢人・辻 修

帯広畜産大学と帯広農業高等学校における「高大連携事業」

を通じて，農業高校を支援した農業農村工学教育の取組みと効

果・成果をまとめた。10余年間にわたり高校 2 年生に実施し

てきた「体験学習」などが契機の1つとなり，大学への受験者

・合格者の獲得につながるなど地域における人材育成に効果を

もたらした。また，農業高校独自の学習体系である「プロジェ

クト学習」に大学側が積極的に参画し，年間を通じた計画的な

学習体系の構築を目指して活動した。その結果，参加した高校

生は学習意欲が高まり，進路を意識する姿勢が身についた。5

年間継続したプロジェクト学習の活動成果として，各種助成事

業の採択はもとより諸団体から高い評価を受けた。

（水土の知83-11，pp.23〜26，2015)

高大連携事業，高校生，農業農村工学，教育支援，体験学

習，出前授業，プロジェクト学習

7. デジタル化された古典読解の問題点と現代語訳の試み

藤本 直也・神田 綾香・柴崎真理子

インターネット上で公開された農業土木分野の古典的技術書

は，字体，文体，句読点，書式などが現代のそれとは大きく異

なっているため，原文のままでは理解しにくい。学術的内容や

技術発達の歴史を知る上でも古典の価値は高いので，次代に引

き継ぐためにも速やかに現代語化する必要があると思われる。

そのため古典の一つである上野英三郎先生の「土地改良論」

（1902 年発行）の現代語化を試み，その過程で明らかになった

問題点を整理した。その結果，機械的な置換えで済む箇所もあ

るが，多くは専門知識を有する者が丁寧に書き直す必要のある

ことが分かった。著作権の切れる古典は今後も増えるので，時

代に合った翻訳は組織的に行う必要がある。

（水土の知83-11，pp.27〜30，2015)

インターネット，古典，現代語訳，著作権，デジタル化，

農業土木

（報文）

大潟村からみた土地利用型農業の振興に関する一考察

高橋 順二・下斗米 彩

大潟村は八郎潟干拓事業によるモデル農村として誕生し，

2014年に50周年を迎えた。これまでさまざまなプロセスを経

つつも，稲作主体の大規模農業を展開し，担い手の確保や所得

水準の高い農業経営の実現などを通じて1つの自治体が農業を

核として発展しうることを示した。一方，わが国の農業構造は

大きく変化し，折しも食料自給率目標や食料自給力指標，農業

所得の増大などの施策推進を盛り込んだ新たな食料・農業・農

村基本計画が閣議策定された。本報では，大潟村の農業・農業

生産基盤とその成果を生産費などの指標を用いて概観するとと

もに，秋田県内の生産現場の状況や新たな基本計画も踏まえつ

つ，地域の農業所得の増大など土地利用型農業の振興のための

基本的条件について考察する。

（水土の知83-11，pp.33〜37，2015)

大潟村，八郎潟干拓，土地利用型農業，農地資源，基盤整

備，農業所得，地域共同

（報文）

水田農業経営の現状と土地改良区を巡る新たな論点

木下 幸雄・及川 正和

本報では，農業経営改革の実現に向けて，土地改良事業に

よって，何が解決され，何が未解決か，課題を析出し，農業経

営の現実から農業農村整備の役割を整理した。岩手県の胆沢平

野土地改良区を対象地として，水田農業経営の現状把握のため

アンケート調査を実施した。その結果をもとに，経営規模，経

営目的・意欲，経営者能力，経営管理基盤，法人化・企業化，

経営継承計画などの観点から，分析・考察を行った。土地改良

事業は，担い手の“生みの親”としての役割を果たしたと評価

できる一方で，“育ての親”としての役割が今後期待される。土

地改良区としても，組合員のニーズを十分に見極め，可能な範

囲でサービスを提供していくことが重要である。

（水土の知83-11，pp.39〜43，2015)

農村振興，水田農業，農業経営，法人化，企業化，土地改

良区，圃場整備

（報文）

中越地震後の大規模養鯉業者の山間部における展開

坂田 寧代・與那覇龍二

2004年新潟県中越地震では山間部の長期停電が親鯉の大量

へい死につながったため，一部の大規模経営層は越冬用水槽な

どの施設や住宅を平野部に移転させた。こうした大規模経営層

の中からは企業的経営体が出現している。一方で，山間部に

残った大規模経営層は山間部の養鯉池を中心に生産を続けてい

る。本研究では，山間部にとどまった大規模経営層が山間部に

養鯉池を展開する意義とそのために行っている取組みを明らか

にすることを目的として，2014年 4〜12 月に小千谷市東山地

区を対象として聞取りと現地踏査を行った。その結果，山間部

の養鯉池，とりわけ天水池で大型の錦鯉を飼って良いものに育

て上げることに価値を見いだし，天水池を山頂部に展開するに

当たっては安全性にも配慮していることがわかった。

（水土の知83-11，pp.45〜48，2015)

歴史的変遷，水源，土地利用，養鯉池，錦鯉，新潟県中越

地震，中山間地域



（技術リポート：北海道支部）

北海道（当麻永山用水地区）における小水力発電への取組み

市川 越野・小野 隆司・森 哲治

これまで，北海道では，冬季の厳しい環境での通水可能施設

は限られ，また，農業用水の取水期間が灌漑期のみの場合が多

いこともあり，経済性が確保できる小水力発電は難しい状況に

あった。一方，エネルギーの安定的供給の確保や環境負荷の低

減の観点から，小水力発電の導入推進に向け，さまざまな施策

（固定価格買取制度（平成24年），水利使用手続の簡素化・円滑

化（平成25 年）など）が講じられたことから，北海道でも導入

可能となってきた。当麻永山用水地区では，幹線用水路の改修

に併せて落差工を統合し，その落差で，灌漑期は従属発電，非

灌漑期は豊水での発電水利権新規取得による発電を計画した。

本報では，北海道で先鞭をつける本地区の取組みについて報告

する。

（水土の知83-11，pp.50〜51，2015)

国営かんがい排水事業，小水力発電，水利使用，従属発

電，非灌漑期，豊水水利，チューブラ水車

（技術リポート：東北支部）

戸沢地区におけるJRに近接する地盤改良の施工事例

横尾 知佳・大内 明・佐藤 健

山形県戸沢地区津谷団地の区画整理工事では，用水方式につ

いて，揚水ポンプで吐水槽に給水し，吐水槽からの自然圧送に

よる低圧パイプライン方式を導入した。吐水槽は JR 陸羽西線

に近接する箇所に計画され，地盤が軟弱であったため地盤改良

工事が必要であった。適用可能な工法を比較検討した結果，近

接構造物や周辺地盤への影響が少なく，施工機械が軽量で施工

地盤が軟弱でも施工できる「パワーブレンダー工法」を採用し

た。本報では，JRとの協議に基づいた，地盤改良工における

JR近接工事中の JRの計測管理の方法や，変位量が発生した場

合の現場での対応，安全に施工するため現場で実施した対策に

ついて紹介する。

（水土の知83-11，pp.52〜53，2015)

JR近接工事，計測管理，パワーブレンダー工法，地盤改

良工，軟弱地盤，用水施設，吐水槽

（技術リポート：関東支部）

農業水利施設の機能診断技術向上の取組み

多田 世界

日本の農業水利施設は，昨今，施設の老朽化が懸念され，ま

た，農業水利施設での突発事故（災害以外の原因による施設機

能の損失）の件数も増加していることから，定期的に施設の機

能診断を行い，補修などの適切な対応を行っていくストックマ

ネジメントの取組みが重要である。その機能診断技術力向上を

目的とした利根川水系土地改良調査管理事務所技術調整課の取

組み（管水路における漏水特定調査手法，開水路におけるひび

割れ幅と鉄筋腐食度の関係，ポンプ設備の診断技術，農業水利

ストック情報データベース）について紹介する。

（水土の知83-11，pp.54〜55，2015)

ストックマネジメント，管水路，開水路，ひび割れ，ポン

プ設備

（技術リポート：京都支部）

重機使用が困難な山間部における用水路改修工法について

湯浅 まゆ・村田 満・小林 敏正

滋賀県甲賀市の大原貯水池を水源とする農業用水路は，施工

より約 50 年が経過し，用水の効率的な供給，維持管理に支障

をきたしている。このことから，「新農業水利システム保全整

備事業」により改修工事を進めてきたが，水路の多くが山間部

にあり，仮設道路設置などの工法選定に苦慮している。今回，

これらの課題を克服するために「フリュームカバー工法」を採

用した。本工法は，U字フリュームの内面と同形状のFRP 製

フリュームカバーを既設フリューム内にはめ込む工法で，軽量

かつ高強度で，耐久性に優れ，粗度係数が既設水路より小さい

のが特徴である。この特性から，フリュームカバーの人力施工

が可能となり前述した課題を克服できた。

（水土の知83-11，pp.56〜57，2015)

山間部，U字フリューム，フリュームカバー，用水路改

修，維持管理，人力施工

（技術リポート：中国四国支部）

感潮河川における頭首工の改修事例

宮内 真司・上田 秀則

愛媛県今治市衣干（きぬほし）町にある乙越（おと）堰は，

2級河川「竜登（りゅうと）川」にあり，河口から約 1 kmに位

置している。この竜登川は，潮の干満の影響を受けて流速や水

位が変動する「感潮河川」であり，施工箇所では2m程度の水

位差が生じるとともに周辺は商業施設（ショッピングセン

ター）やタオル工場，宅地が近接し，施工ヤードが狭い場所と

なっている。本報では，このような環境下における工事中の配

慮事項，感潮河川における課題とその対策（仮設迂回排水路断

面，地下水対策，施工ステージ設置）について紹介する。

（水土の知83-11，pp.58〜59，2015)

頭首工，感潮河川，農業用取水堰，基礎杭，鋼矢板

（技術リポート：九州沖縄支部）

老朽化した若杉ダムゲートの改修事例

佐藤 広光・木元 泰徳

若杉ダムは由布市湯布院町，湯布院盆地の北側に位置してい

る。平成 15 年より行われた調査により，最も径の大きい制水

ゲートまで堆砂が進行していること，各ゲートが老朽化により

動作不能であることが判明した。地震動を受けた際など緊急時

に放水不能であるため，ゲートの改修を実施した事例を紹介す

る。ゲートの型式は，将来的な改修も含めた費用とメンテナン

ス性を比較検討し，油圧シリンダ式スライドゲートを採用し

た。材質は，ダム設備の再塗装が困難であることから，メンテ

ナンスフリーの材質であるステンレス鋼を採用した。なお，ス

テンレス鋼製と普通鋼製である場合の経済比較を行うと，将来

的に再塗装などのコストのため，ステンレス鋼が経済的に有利

となった。

（水土の知83-11，pp.60〜61，2015)

ダム，ゲート，老朽化，改修，事例
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